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　各州の公文書館の分類は、日本の地方公共団体でも公文書館機能を有する組織をどのよ
うに位置づけるかという点で、その多様性が大いに参考になると考えられる。また、ケベッ
ク州を詳細に取り上げることで、カナダでの事例が分かりやすく紹介されている。ネット
ワーク化や電子化の取り組みの紹介は、本書の中でも特徴的といえるだろう。
　「 5 ．台湾」では、「台湾における檔案管理の特徴」と「台湾の地方自治体における档案
管理」に分けて、政府と地方自治体での文書管理制度を概説している。まず、永久に保存
する価値を有する重要な公文書である「国家檔案」と、政府機関や地方自治体が作成する
公文書である「機関檔案」について、所管する檔案局の業務から政府での管理を紹介して
いる。
　次に、地方自治体の例として、台中市を取り上げている。筆者が最後に指摘しているよ
うに、台湾では文書の作成・合議・決裁・保存・管理・運用・廃棄までをトータルで考え
ており、その工程を追いながら実際の制度運用を紹介している。
　この章は、台中市を取り上げることで、台湾の地方自治体における文書管理の実態を具
体的に示している点で特徴的である。また、檔案局による各機関へのワークショップや、
檔案の研究、学校教育への活用、展示、利用等にも触れられており、日本の地方自治体の
取り組みと比較・検討できる内容となっている。
まとめ
　国における公文書管理については、2011年に公文書管理法が施行されたが、その後も公
文書管理に関する課題が明らかとなっている。一方で、本書が主眼とする地方公共団体に
おける公文書管理制度は、法律上は努力義務に留まり、各地方公共団体で検討を重ね、法
の趣旨にのっとった制度の整備が進むことが期待される。度重なる政府等の公文書管理に
関する問題から、国民の関心も高まっており、今後は多くの地方公共団体で加速度的に公
文書管理条例の制定や公文書館機能の設置が進むことが期待されるところである。
　そうした新しく公文書管理制度を整えようとする地方公共団体にとって、本書は制度を
検討する上で、実践的で有意義な内容であるといえるだろう。例えば、Ⅰでは制度を条例
で定める必要性を明らかにしているが、ここで挙げられた項目や類型は、条例制定の第一
歩として大いに参考になると考えられる。条例を具体化する上では、Ⅱにおける各地方公
共団体の事例が先行事例として挙げられている。それぞれの特色を条例の条文からだけで
なく、制定経緯や運用実態の面からも紹介しており、制度を包括的に検討する上で実践的
な示唆に富むものである。また、Ⅲの海外の事例は、公文書管理法や、国内の地方公共団
体におけるこれまでの公文書管理制度という限られた視点にとらわれず、制度形成には
様々な可能性があるという広い視野を持たせてくれるのではないだろうか。そして、Ⅰで
触れられた歴史的背景や専門職の課題を検討することで、日本の公文書管理制度とアーカ
イブズの発展に繋がるのではないかと考える。
　本書の目的を本稿の冒頭で紹介したが、本書には地方公共団体の公文書管理制度を検討
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書評｜『地方公共団体における公文書管理制度の形成―現状と課題』｜坂本 昭彦
するために有益な素材が多数収められている。本書をこれから条例の制定や公文書館機能
の設置を考えている行政担当者だけでなく、市民にも居住地域の行政機関の制度が他地域
と比較してどのように位置付けられるのかを検討する素材として勧めたい。
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